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精神障害者地域移行支援特別対策事業のポイント  

障害福祉計画に基づ＜退院可能精神 障害者の地域移行をめざすものとして、  
「精神障害者地域移行支援特別対策事業」を平成20年度予算案として約17億  

円計上している。   



3．精神科救急医療体制の整備の推進について  

精神障害者の地域生活の支援においては、福祉サービスとともに、緊急時における   

精神障害者の適切な医療及び保護の機会を確保するため、病状の急変時における救急   

医療体制の整備等が重要であり、都道府県等におかれては、地域の実情を踏まえつつ   

精神科救急医療体制を整備していただいてきたところである。  

しかしながら、   

・圏域の一部で精神科救急医療体制が整備できていない自治体がある   

・身体合併症を有する急性期患者の受入れに関して、多くの自治体の体制が整って  

いない   

・近年、病院（精神科救急医療機関）では精神保健指定医が減少傾向にあり、夜間  

休日の救急対応が困難になりつつある   

・救急患者の増加に伴って、基幹的病院の数を増加させる必要性が高まっている   

などの体制上の問題が指摘されているところである。  

これを踏まえ、平成20年度予算（案）においては、平成19年度まで実施してい   

た「精神科救急医療システム整備事業」及び「精神科救急医療センター事業」を見直   

し、新たに「精神科救急医療体制整備事業」として、   

・輪番制病院群も含め、全ての精神科救急医療圏域に空床確保を行う精神科救急医  

療施設の整備   

・24時間対応の精神科救急情報センターの身体合併症対応を含めた機能強化及び  

身体合併症対応施設の創設   

・診療所に勤務する精神保健指定医の救急医療機関での診療協力体制の構築  

など、地域の実情を踏まえつつも全ての都道府県等において精神科救急医療体制を   

強化することを目的として、約17億円計上したところである。  

なお、実施要綱、国庫補助基準については、追って示すこととしている。  

（予算（案）概要）  

・20年度予算（案）   1，679，252千円  

・補助先  64都道府県・指定都市  
・補助率  1／2  
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精神科救急医療体制整備事業  
平成19年度  平成20年度（案）  

情報センター  

・医師1人  

・PSWl人  

情報センター  

・医師1人  

・PSWl人  
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 ・輪番制病院群も含めて全ての精神科  

救急医療圏域に空床確保を行う精神  

科救急医療施設の整備  

・24時間対応の精神科救急情報セン  

ターの身体合併症対応を含めた機能  

強化及び身体合併症対応施設の創設  

・診療所に勤務する精神保健指定医の  

救急医療機関での診療協力体制の  

構築 等   

精神科救急医療センター  
・医師1人  

・看護師2人  

・PSWl人  

・空床確保2床  





4．認知症疾患医療センターの整備について  

認知症疾患に係る医療については、平成元年度から平成18年度までの間、「老人   

性認知症疾患センター事業」として国庫補助をしていたところであるが、各施設の機   

能のばらつきや地域における関係諸機関の連携の中心として十分な機能を果たしてい   

ないといった課題が明らかとなっていた。  

これを踏まえ、平成20年度予算（案）においては、新たに「認知症疾患医療セン   

ター運営事業」を創設することとした。   

本事業における認知症疾患医療センターは、   

① 認知症疾患について、鑑別診断や問題行動への対応、身体合併症への対応を行  

う専門医療機関としての機能   

② 問題行動への対応や身体合併症への対応を行う医療施設の空床情報の把握と情  

報提供、患者の病態に応じた他の医療機関への紹介、かかりつけ医等地域の医療  

関係者への専門的な医療研修の実施、協議会の開催や専門的な相談への対応など  

地域の医療機関や介護施設等の関係者との連携を行うなど、認知症疾患に関わる  

地域の医療機能の中核的機関としての機能   

③ 地域住民に対する普及啓発や相談への対応など、認知症疾患に係る医療に関す  

る情報センターとしての機能   

を果たし、   

① 専門医療相談   

② 鑑別診断とそれに基づく初期対応   

③ 合併症・周辺症状への急性期対応   

④ かかりつけ医等への研修会の開催   

⑤ 認知症疾患医療連携協議会の開催   

⑥ 情報発信   

を事業内容とするものであり、これを設置する都道府県、指定都市に対し、運営費   

（診療報酬で対応する内容や備品購入費は除く）を補助するため、約1．9億円を計   

上したところである。  

また、厚生労働大臣が別に定める「精神保健費等国庫負担（補助）金交付要綱」に   

基づき、予算の範囲内で国庫補助を行うこととするが、基準額等については、効率的   

に予算を執行できるよう検討中である。  

※平成元年7月11日付け健医発第850号厚生労働省保健医療局長通知「老人性認  

知症センター事業実施要綱について」に基づき既に指定されている老人性認知症セ  

ンターは、事業の継続について経過措置を設ける予定（国庫補助は伴わない）。   

（参考：予算（案）概要）   

・20年度予算（案）   189，075千円   

・か 所 数  150か所  

（各地域の実情に応じて箇所を設定）  

・1ケ所当たりの事業費  約250万円  

（国庫補助額は、1／2：約125万円）  
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認知症疾患医療センター運営事業（新規）平成20年度予算額t9億円  

精神科病院  
老人性認知症疾患治療病棟等  

認知症疾患医療センター   

設置場玩；身体的一般検査、画像  
診断、神経心理学的検査等の総合  

的評価が可能な総合病院等に設置  
設置数； 各都道府県に約150ケ所  

△員；専門医やサポート医等の専  

門医療を行える医師、看護師、精  

神保健福祉士、臨床心理技術者等   

総合病院等  

問題行動等への   

対応施設  
紹介  

合併症への対応施設  

認；和症疾患医療センター  

地域包括  

支援センター  
鱈邸セッタニ  

苦及啓発  

各種媒体による認知症にかかる  

情報及びセンターの周知  

一般相談  

認知症に関する住民からの相談  

に対応  

専働冨好  

詳細な鑑別診断  

適切な治療方針決定  

急性精神症状への対応  

身体合併症への対応  

医療連携協議会  

顔の見える連携体制の構築  

研修会の実施  

診断・合併症対応技術の向上  
専門相談  

圏土或内の資源を活用し  

きめ細かく対応  

問題行動により  サポート医  
専門医療が必要な  

症疾患患者  

介護職、  
内科医等のいわゆる「かかりつけ医」  介護サービス事業者  

介護   認知症疾患患者  



5．自殺対策の推進について  

自殺者数は、平成10年以降、年間3万人を超える水準で推移している。こうした   

中、平成18年に成立した自殺対策基本法を受けて、平成19年6月、政府が推進す   

べき自殺対策の指針として、自殺総合対策大綱（以下「大綱」とう。）が策定された   

ところである。大綱においては、国、地方公共団体、医療機関、民間団体等が密接な   

連携を図りつつ、自殺対策を強力に推進していくこととされ、平成28年までに、平   

成17年の自殺死亡率を20％以上減少させることが目標とされている。各自治体に   

おかれては、これを十分に踏まえて、よリー層の自殺総合対策の推進をお願いしたい。   

大綱を踏まえ、厚生労働省としては、「うつ病等の精神疾患に関する国民の正しい   

理解の促進」、「自殺予防総合対策センター機能の充実」、「地域での効果的な自殺   

対策の推進と事業主の取組の支援」、「自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育   

成」、「自殺問題に関する総合的な調査研究等の推進」に取り組んでいくこととして   

いる。精神・障害保健課としては、かかりつけ医うつ病対応力向上研修、自殺未遂者  

・自殺者遺族等ケア対策事業、地域精神保健指導者（こころの健康問題）研修事業、   

自殺予防総合対策センターによる情報発信・研修事業、精神障害の正しい理解のため   

の普及啓発等の事業を実施することとしている。  

主な取組の概要については以下のとおりである。  

（D かかりつけ医うつ病対応力向上研修事業  

平成20年度予算（案）においては、各都道府県等において、うつ病の疑いの   

ある患者を最初に診察することの多い精神科以外のかかりつけの医師等に対し、   

うつ病の診断技術を向上させるために「かかりつけ医うつ病対応力向上研修事   

業」を行うための所要経費を計上したところである。  

なお、実施要綱、国庫補助基準については、追ってお示しすることとしている。  

（予算（案）概要）  

・20年度予算（案） 97，536千円  

・補助先  64都道府県・指定都市  
・補助率  1／2  

② 自殺未遂者・自殺者親族等のケア対策  

平成18年12月から「自殺未遂者・自殺者親族等のケアに関する検討会」を   

実施しており、今月を目途に、報告書を公表する予定としているが、自殺者未遂   

者・自殺者親族等については、「自殺未遂者ケア対策研修」、「自殺遺族ケア対   

策シンポジウム」からなる「自殺未遂者・自殺者親族等ケア対策事業」を計上し  
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たところであり、関係機関に所属する職員の派遣を行うなど、特段の配慮をお願  

いしたい。  

（卦 研修事業への参加  

従来から行っている地域の実態lこ応じた自殺対策の企画立案に資することを目   

的とした「地域精神保健指導者（こころの健康問題）研修」や自殺予防総合対策   

センターにおいて今年度から新たに行っている「自殺関連相談員の研修事業」に   

加え、平成20年度からは、「心理職等カウンセリング技術向上研修」を行うこ   

ととしており、これらの研修に対して、関係機関に所属する職員の派遣を行うな   

ど、特段の配慮をお願いしたい。  

④ 自殺予防総合対策センターヘの情報提供協力のお願い  

日頃から、国立精神・神経センター精神保健研究所内の自殺予防総合対策セン   

ターにおける調査研究に御協力いただいてるところであるが、今後も、同センタ   

ーにおいて、各自治体における自殺対策の推進に資するよう情報収集・提供を強   

化していくこととしており、各自治体が取り組んでいる自殺対策についての情報   

提供や調査研究に引き続き御協力いただきたい。   



自殺対策関連予算  
平成19年度予算額  

12億円  
平成20年度予算案  

14億円  

3．3億円→3．0億円  
●自殺対策のための戦略研究  

●心理学的剖検データベースを活用した自殺の原因分析に関す  普及啓発  

6百万円一→86百万円  る研究  

●自殺未遂者および自殺者遺族等へのケアに関する  

研究等  

防総合対策センター  

28百万円一→31百万円  ●「精神保健医療福祉の改革ビジョン」、「新健康  

フロンティア戦略」、「自殺総合対策大綱」に基づ  

いた普及・啓発事業  

●普及・啓発活動を行う当事者育成のための専門家  

養成研修事業  

●自殺対策ネットワーク会議  

●情報収集発信  

●保健所、精神保健福祉センター、民間団体の相  

談員に対する専門研修  

談体制の充実と人材育成  

2、．4億円→4．8億円  
●かかりつけ医うつ病対応力向上研修（新規）  

●電話による自殺予防相談関連事業  

●働き盛り層のメンタルヘルスケア支援事業  

●産業医等医師を対象とした研修  

●心理職等カウンセリング技術向上研修（新規）  

地域や職場での自殺 対策5．6億円→5．0億円  
●地域自殺対策推進事業  

●自殺未遂者・自殺者遺族ケア対策事業（新規）  

●地域精神保健指導者（こころの健康問題）研修事業  

●メンタルヘルス対策支援事業  

●メンタルヘルス対策に関する啓発・研修等事業  

●中小規模事業場に対するメンタルヘルス対策に係る研修事業  

●心の健康問題により休業等をした労働者の再チャレンジ支援のための専門家派遣事業   



かかりつけ医うつ病対応力向上研修事業（新規）  

本事業の必要性   

自殺総合対策大綱（抄）  

3．早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する  

＝）カ＼カ、りつけの医師等のうつ病等の精神疾 患の  

自殺の危険性の高い人の早期発見、早期対応を  
図るため、自殺の危険を示すサインに気づき、適切  

な対応を図る人材等を養成する必要がある。  

かかりつけ医のうつ病  

に対する診断技術が向  

上すれば、未受診者の  

うちの何割かは早期発  

見・早期治療が可能と  

なるのでは？  

診療所に従事する内科医 3万9千人  
出典：平成16年医師・看護師・薬剤師調査  

（厚生労働省大臣官房統計情報部）   
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